
資料１

ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協定の経過

平成２９年１１月

政 策 局

平成２２年 ３月 ・ニュージーランド、シンガポール、チリ、ブルネイ、

米国、オーストラリア、ペルー、ベトナムの８か国で交

渉開始

平成２５年 ３月 ・日本が交渉参加を表明

平成２７年１０月 ・ＴＰＰ協定大筋合意（於：米国・アトランタ）

１１月 ・政府が「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」を決定

平成２８年 ２月 ・ＴＰＰ協定署名（於：ニュージーランド・オークランド）

１２月 ・ＴＰＰ承認案と関連法案 可決・成立

平成２９年 １月 ・米国が協定参加国に協定からの離脱を通知

５～１１月 ・ＴＰＰ１１の早期発効に向けた各種会合

１１月 ・ＴＰＰ閣僚会合（於：ベトナム・ダナン）

→ １１か国によるＴＰＰ協定の大筋合意を確認

＜参考 ＴＰＰ協定の概要＞

○ 意 義：アジア太平洋地域において、物品及びサービスの貿易並びに

投資の自由化及び円滑化を進めるとともに、知的財産、電子商取引、国

有企業環境等幅広い分野で２１世紀型の新たなルールを構築するための

法的枠組みを定めるもの。

○ 署名国：オーストラリア､ブルネイ､カナダ、チリ、日本、マレーシア、

メキシコ、ニュージーランド、ペルー、シンガポール、米国、ベトナム

の１２か国（米国は離脱を通知）


